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東日本大震災被災者健康調査の質問票における身体活動関連項目の

妥当性および再現性の検討
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目的 2011年 3 月11日に発生した東日本大震災を受け，厚生労働省では被害が甚大であった地域を

対象として「東日本大震災被災者の健康状態等に関する調査」を実施している。本研究は，こ

の調査の質問票の中で身体活動状況を評価する 4 つの質問項目（質問 1日常での身体活動，

質問 2外出の頻度，質問 3歩行の時間，質問 4不活動の時間）について妥当性および再

現性を検討することを目的に行った。

方法 対象者は，岩手県釜石市 H 地区の仮設住宅居住者のうち本研究への参加同意が得られた74
人（男性21人，女性53人）であった。身体活動状況の質問票の妥当性を検討するため，3 次元

加速度計による身体活動量調査を 2 週間実施した。また，再現性を検討するため 2 週間の期間

を空け質問票への回答を依頼した。

結果 3 次元加速度計で身体活動を評価すると，歩数では男性4,521±2,266歩/日，女性4,533±

2,070歩/日であり，中高強度身体活動量は男性で週10.6±7.3メッツ・時，女性で週14.7±8.2
メッツ・時であった。妥当性について，歩行時間の把握に関する質問 3 の各選択肢において歩

数に有意な差が認められた（回答 1. 1 時間以上5,343±1,757歩，回答 2. 30分～1 時間

4,760±1,752歩，回答 3. 30分以下3,063±1,772歩，P＜0.05）。さらに質問 1～3 の選択肢に

ついて活発であるとされる選択肢が高得点となるよう点数を配置し，その合計得点と 3 次元加

速度計により得られた変数との相関を検討したところ，歩数（r＝0.486, P＜0.05）および中高

強度身体活動量（r＝0.342, P＜0.05）ともに有意な相関が認められた。また，身体活動質問票

の 1 回目と 2 回目に回答があった70人において，重みづけ k 係数を用いて再現性の評価を行

ったところ，0.41～0.65の中程度の再現性が確認された。

結論 「東日本大震災被災者の健康状態等に関する調査」における身体活動状況の 4 つの質問につ

いて，3 次元加速度計を用いた妥当性の検討では，日常での身体活動，外出の頻度，歩行の時

間に関する項目および 3 つの質問の合計得点で妥当性が認められた。またいずれの項目におい

ても中程度の再現性が認められた。

Key words東日本大震災，質問票，妥当性，再現性，身体活動

 緒 言

我が国では，2011年 3 月11日に東日本大震災とい

う未曽有の自然災害が発生した。この大震災を受

け，厚生労働省では被害が甚大であった岩手県，宮

城県，福島県を対象として「東日本大震災被災者の

健康状態等に関する調査」研究班（研究代表者林

謙治・国立保健医療科学院院長）を，厚生労働科学

特別研究として発足させた。この調査研究は，被災

者の健康管理ならびに今後の災害対策の立案に活用

することを目的とし，血液検査や身体測定などのほ

かに，質問票によって健康・食事・睡眠・身体活動

状況・精神状態などに関するアンケート調査が実施

されている。このアンケート調査は内容が多岐にわ
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図 東日本大震災健康調査における身体活動状況に関
する質問項目

223第60巻 日本公衛誌 第 4 号2013年 4 月15日

たり，それぞれに調査可能な項目数が非常に限られ

ており，身体活動状況に関しては日常での身体活

動，外出頻度，歩行時間，不活動時間に関する 4 項

目により評価されている。

災害時には様々な二次的健康被害が発生すること

が知られており，災害急性期においては深部静脈肺

血栓症，中・長期においては廃用性症候群等が危惧

される。長期にわたる不活動は，死亡リスクの増大

や様々な疾患の発症と関連しており1,2)，精神面へ

の影響とも関連していることが報告されている3)。

したがって，被災者の心身の健康状態に影響しうる

身体活動状況を正確に把握することは今後の政策決

定や被災者支援において非常に重要であると考えら

れる。東日本大震災や他の災害時における身体活動

量については，ほとんど報告がなされておらず4)，

本調査において身体活動状況が把握可能なことは非

常に重要である。

身体活動量を評価するには，二重標識水法，加速

度計や歩数計による測定，質問票法などが用いられ

ている。なかでも質問票法は，他の測定方法に比較

して大多数を対象に簡便に安価で実施出来ることか

ら，大規模な調査において用いられる方法である。

一方で質問票法による身体活動量の評価は過小評価

や過大評価が問題となることが報告されている5)。

これら質問票の妥当性や再現性を評価するために，

日常生活において加速度計や歩数計を用いて記録さ

れた歩数やメッツ・時との関係が検討されてきた6)。

Craig ら7)は，国際標準化身体活動質問票の妥当性

と再現性を検証したところ，妥当性に関してはおお

よそ0.3前後の相関係数であり，再現性については

おおよそ0.8の相関係数であったことを報告してい

る。また Jacobs ら8)は，10個のよく利用されている

身体活動質問票と加速度計等を用いた妥当性や再現

性を検証し，加速度計の身体活動量との関係につい

ては，どの質問票に関しても相関は認められていな

いものの，再現性に関しては，0.12～0.93の相関係

数が認められたことを報告している。このように質

問票によりその妥当性や再現性は様々である。した

がって，新たに身体活動に関する質問票を作成した

場合には，その妥当性と再現性を把握し，それらを

考慮した上で，解析や解釈を行うことが重要である。

本質問票の身体活動状況に関する項目において，

歩行時間に関する質問項目においては妥当性および

再現性が確認されている9)。しかしながら，「東日

本大震災被災者の健康状態等に関する調査」の対象

となる被災者では身体活動の状況が大きく異なって

いる可能性が考えられ，その状況下での妥当性およ

び再現性を確認することが必要である。そこで本研

究は，その調査票にある身体活動状況を評価するた

めの 4 項目の妥当性および再現性を，被災者を対象

に検討することを目的に行った。また，これら 4 項

目を用いて「健康づくりのための運動基準｣10)の達

成状況を把握することが可能か否かを検討した。

 研 究 方 法

. 対象者

岩手県釜石市 H 地区の仮設住宅居住者のうち18
歳以上の172世帯344人（2011年 9 月26日現在）を調

査対象とした。本調査は，掲示や広報によって調査

の協力依頼を行った後，調査内容に関する説明会を

開催し，調査協力の可否の回答を得た（説明会参加

者40人）。また，本調査は健康診査と同日に開催し

たため（2011年10月2731日），健康診査に来た者の

うち対象となる者（304人）に再度協力依頼を行っ

た。説明会で参加の同意が得られた者は38人，健康

診査で新たに参加の同意が得られた者は36人であ

り，計74人（男性21人，女性53人）から同意が得ら

れた。このうち 2 人は健康診査を受診しなかったた

め，72人を解析対象者とした。この72人において，

3 次元加速度計による身体活動量調査を実施できた

のは66人であった。6 人からは 3 次元加速度計の装

着に関して同意が得られなかった。なお，「東日本

大震災被災者の健康状態等に関する調査」における

調査票では，健康状態，食事の状況，睡眠の状況，

精神状態等の44項目以上を調査している。本研究は

その調査票にある身体活動状況を尋ねた 4 項目につ

いて，妥当性および再現性を検証した。

本調査は，独立行政法人国立健康・栄養研究所の

疫学研究部会倫理審査および岩手医科大学医学部倫

理審査の承認を得て実施しており，対象者に対し，

本調査の目的，利益，起こり得るリスク等の説明を

行った上，対象者より本調査への参加の同意を得た。

. 調査項目

身体活動状況に関する項目（図 1）は，次の 4 項

目であった。質問 1 は「そうじをしたり，重いもの

を持ち上げたりするなど，体を使うような仕事をし
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ていますか」との問い（以下，質問 1（日常身体活

動））に対し，「ほぼ毎日」，「週 3 日程度」，「週 1 日

程度」，「月 1 日程度」，「ほとんどしない」の 5 つの

選択肢から 1 つを選択することで，家事や就労での

身体活動を調査した。質問 2 は「仕事を含め，平均

してどれくらい外出していますか」との質問（以下，

質問 2（外出頻度））に対し，「ほぼ毎日」，「週 3 日

程度」，「週 1 日程度」，「月 1 日程度」，「ほとんど外

出しない」の 5 つの選択肢から 1 つを選択し，外出

の頻度を調査した。質問 3 では，「歩く時間は 1 日

平均してどれくらいですか」との問い（以下，質問

3（歩行時間））に対し，「1 時間以上」，「30分～1 時

間」，「30分以下」の 3 つの選択肢から 1 つを選択し，

1 日あたりの歩行の時間を調査した。質問 4 は，

「日中，座ったり寝転んだりして過ごす時間は平均

してどれくらいですか」との問い（以下，質問 4
（不活動時間））に対して，「6 時間以上」，「3 時間～

6 時間」，「3 時間以下」の 3 つの選択肢から 1 つを

選択し，日中の不活動時間を調査した。

これら身体活動状況の質問票の妥当性を検討する

ため，3 次元加速度計（Actimarker EW4800パナ

ソニック社製，日本）を用いて身体活動量を評価し

た。この 3 次元加速度計は，3 軸合成加速度を用い

たアルゴリズムにより身体活動量を推定するもので

あり，酸素摂取量や二重標識水法によって測定され

たエネルギー消費量との間に高い相関が認められて

おり，妥当性が検証されたものである11,12)。対象者

は，健康診査実施日から 2 週間において，入浴のよ

うな水中での活動以外に起床から就寝までの間，3
次元加速度計を装着した。本研究において装着した

2 週間のうち 3 次元加速度計に記録された1.1メッ

ツ以上の加速度データが 6 時間以上認められる日を

全て有効日とし，総消費エネルギー（kcal），3 メッ

ツ以上の強度における身体活動量（メッツ・時）

（以下，中高強度身体活動量），歩数，および低強度

身体活動（3 メッツ未満），中強度身体活動（3～6
メッツ），高強度身体活動（6 メッツ以上）のそれ

ぞれの時間（分），不活動時間（分）の平均値を算

出した。なお不活動時間は，低・中・高強度身体活

動時間を24時間である1,440分から引いた値とし

た。質問票の回答者であり，かつ 3 次元加速度計の

装着が完了した65人を妥当性検証のための対象とし

た。また，質問票の再現性を検討するため，健康診

査実施日に質問票への 1 回目の回答を得，2 週間後

に同じ調査票への 2 回目の回答を得た。4 つの質問

項目において回答に欠損がなく，1 つの質問に対し

て重複回答をしていない場合を解析に用いた。

. 統計解析

妥当性の評価は，各選択肢間において 3 次元加速

度計により得られた各変数の平均値の比較を，年齢

を共変量とした共分散分析にて行った。また，各選

択肢を順序尺度とし，3 次元加速度計により得られ

た変数とのスピアマンの順位相関係数においても検

討した。さらに，質問 1（日常身体活動），質問 2
（外出頻度），質問 3（歩行時間）については，各質

問で活発であるとされる選択肢の得点が高くなるよ

うに 1～5 点の点数を与え，3 つの質問の合計得点

（3～15点）を用いて，3 次元加速度計により得られ

た変数との相関を検討した。再現性については，重

みづけの k 係数，級内相関分析を用いて評価し

た。また，質問項目への回答から，「健康づくりた

めの運動基準｣10)である週23メッツ・時の達成状況

を把握するために，受信者動作特異性曲線

（ Receiver Operating Characteristic curve  以 下

ROC 曲線）を用いて検討した。連続的な任意の合

計得点における週23メッツ・時に対する感度および

特異度を求め，ROC 曲線を作成し，AUC (area
under curve）を計算した。ROC 曲線の左肩ポイン

ト（感度＝1, 1特異度＝0）に最も近い距離にある

値を求め，これをカットオフ合計得点とした。左肩

に最も近い距離は，（1感度)2＋(1特異度)2の最小

値とした。研究において有意水準は危険率 5未満

とした。解析には IBM SPSS Statistics 20.0 (IBM
SPSS Japan 社，日本）を用いて行った。

 研 究 結 果

. 質問票の回答結果

1 回目の身体活動状況に関する質問票の回答数は

70人であり，2 回目の回答数は72人であった。初回

に回答があった70人（男性20人平均年齢61.7±

13.8 歳（範囲 27～ 80歳）， BMI 23.8 ( 17.2～

31.2），女性50人平均年齢62.8歳（26～84歳），

BMI 24.4 (16.6～44.4））における回答結果を表 1
に示した。質問 1（日常身体活動）に対する回答に

対して，最も多い回答が得られた選択肢は「ほぼ毎

日」で42人（60）であり，「ほとんどしない」は

5 人（7）であった。質問 2（外出頻度）に対する

回答では，約半数（35人）が「ほぼ毎日」であり，

「ほとんど外出しない」が 0 人であった。質問 3
（歩行時間）は，「1 時間以上」が22人（31），「30
分～1 時間」が30人（43），「30分以下」が18人

（26）であった。質問 4（不活動時間）に対する

回答は，約半数（35人）が「3 時間以下」であった。

各質問の回答における性差は認められなかった。
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表 身体活動質問紙における回答状況

回答 1 回答 2 回答 3 回答 4 回答 5 合 計

質問 1日常身体活動 人数（) 42(60) 14(20) 8(11) 1(1) 5(7) 70(100)
質問 2外出頻度 人数（) 35(50) 23(33) 7(10) 5(7) 0(0) 70(100)
質問 3歩行時間 人数（) 22(31) 30(43) 18(26) ― ― 70(100)
質問 4不活動時間 人数（) 7(10) 28(40) 35(50) ― ― 70(100)

回答内容は図 1 参照

表 3 次元加速度計による身体活動量

男性(n＝17) 女性(n＝49)

年齢（歳) 62.8±14.4 63.5±12.2
歩数（歩/日) 4,521±2,266 4,533±2,070
中強度身体活動（メッ
ツ・時/週)

10.6±7.3 14.7±8.2

23メッツ・時/週の達成
者（)

11.8 18.8

低強度身体活動時間
(分/日)

439±95 572±111*

中強度身体活動時間
(分/日)

26±17 36±19

高強度身体活動時間
(分/日)

0.2±0.3 0.3±0.8

不活動時間（分/日) 975±95 832±118*

平均値±標準偏差

*P＜0.05, vs 男性
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. 次元加速度計による身体活動量の評価

本研究において 3 次元加速度計により身体活動量

を評価した対象者は，男性17人，女性49人であっ

た。平均歩数は，男性4,521±2,266歩，女性4,533±

2,070歩であり，中高強度身体活動量は男性で週

10.6±7.3メッツ・時，女性で週14.7±8.2メッツ・

時であった（表 2）。また，中高強度身体活動に従

事している時間は，男性で約25分，女性で約35分で

あった。女性は男性と比較して有意に低強度身体活

動時間が多く，不活動時間が少なかった（P＜

0.05）。厚生労働省より提示されている「健康づく

りのための運動基準｣10)における総身体活動の基準

値23メッツ・時/週を達成できている者の割合は，

男性で11.8，女性で18.8であった。

. 妥当性

1 回目の質問票の回答者であり，かつ 3 次元加速

度計の装着が完了した65人において妥当性の検証を

行った。各質問項目における選択肢ごとに 3 次元加

速度計より得られた各変数の値を比較したところ，

質問 3（歩行時間）の選択肢において，歩数（回答

15,343±1,757歩，回答 24,760±1,752歩，回答

33,063±1,772歩，P＜0.05）および中強度身体活

動時間（回答 140±4 分，回答 235±3 分，回答

324±6 分，P＜0.05）に有意な差が認められた。

中高強度身体活動については，歩行時間が少ない選

択肢ほど中高強度身体活動量は少なかったが，統計

的に有意ではなかった（P＝0.057）。また，質問 1
（日常身体活動）において日常身体活動を行ってい

る頻度が少ない選択肢ほど歩数が少なかったが，統

計的に有意な差ではなかった（P＝0.098）（表 3）。
さらに，各選択肢と 3 次元加速度計より得られた

各変数との相関について検討したところ，質問 1
（日常身体活動），質問 2（外出頻度），質問 3（歩行

時間）においては，歩数との間に有意な負の相関が

認められ，質問 1（日常身体活動）と質問 3（歩行

時間）に関しては，中高強度身体活動量および中強

度身体活動時間との間にも有意な負の相関が認めら

れた。質問 2（外出頻度）については総消費エネル

ギーとの間に負の相関が認められた。さらに質問 1
～3 の合計得点（3～15点）にて，3 次元加速度計よ

り得られた各変数との相関を検討したところ，総消

費エネルギーや中高強度身体活動量，歩数，中強度

身体活動時間との間に有意な正の相関が，不活動時

間との間に有意な負の相関が認められた（表 4）。
また，この得点を用いて，「健康づくりのための運

動基準2006」で示されている週23メッツ・時を達成

するための得点を検討するため，ROC 曲線により

そのカットオフ値を求めたところ，13.5点であり，

このときの感度は36.4，特異度は77.8，AUC
(Area Under Curve曲線下面積）は0.66 (95CI

0.500.82）であった（図 2）。また運動基準の範囲

の下限値である週19メッツ・時は，12.5点（感度

12.5，特異度55.3，AUC0.60 (95CI

0.460.74））であった。

. 再現性

質問票の 1 回目と 2 回目ともに回答があった70人
において，重みづけ k 係数を用いて再現性の評価

を行った。質問 1（日常身体活動）については0.65
(P＜0.01），質問 2（外出頻度）は0.47 (P＜0.01），
質問 3（歩行時間）は0.43 (P＜0.01），質問 4（不
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表 各質問の回答における身体活動量の比較

人数
総消費

エネルギー
(kcal/日)

中高強度
身体活動量

(メッツ・時/週)

歩数
(歩/日)

低強度
身体活動

時間
(分/日)

中強度
身体活動

時間
(分/日)

高強度
身体活動

時間
(分/日)

不活動
時間

(分/日)

質問 1日常身体活動注 1)

回答 1ほぼ毎日 40 1,819.1±219.1 15.4±7.9 4,899±1,900 558±19 38±3 0.2±0.1 844±20
回答 2週 3 日程度 12 1,738.1±219.9 11.2±8.0 4,274±1,908 505±35 28±5 0.2±0.2 908±37
回答 3週 1 日程度 7 1,722.7±218.8 11.2±7.9 3,474±1,898 534±46 26±7 0.6±0.3 879±48
回答 5ほとんどしない 5 1,661.7±219.0 8.4±7.9 3,134±1,900 444±54 21±8 0.1±0.3 975±57

質問 2外出頻度

回答 1ほぼ毎日 32 1,752.0±287.1 14.6±8.6 4,880±2,028 542±23 36±4 0.2±0.1 862±24
回答 2週 3 日程度 22 1,775.5±261.9 13.5±8.4 4,418±1,982 510±27 33±4 0.3±0.2 896±28
回答 3週 1 日程度 7 1,728.4±228.1 11.0±8.2 3,582±1,930 567±46 27±7 0.3±0.3 845±49
回答 4月 1 日程度 4 1,826.7±242.8 11.5±8.6 3,445±2,022 592±64 28±10 0.3±0.4 820±68

質問 3歩行時間

回答 11 時間以上 20 1,781.5±276.1 15.9±7.8 5,343±1,757 575±27 40±4 0.2±0.2 825±29
回答 230分～1 時間 28 1,741.3±273.2 14.4±7.8 4,760±1,752 517±23 35±3 0.3±0.1 888±24
回答 330分以下 17 1,769.5±235.7 9.7±7.9 3,063±1,772* 527±30 24±6* 0.2±0.2 889±31

質問 4不活動時間

回答 16 時間以上 7 1,819.4±228.5 15.1±8.2 4,524±1,949 579±45 36±7 0.2±0.3 825±48
回答 23 時間～6 時間 23 1,736.9±267.2 13.8±8.2 4,096±1,946 496±25 34±4 0.3±0.1 910±26
回答 33 時間以下 35 1,759.5±269.8 13.3±8.2 4,752±1,943 556±20 33±3 0.2±0.1 851±21

平均値±標準偏差

*P＜0.05, vs 回答 1
注 1) 質問 1 の回答 4 については回答者 1 名であったため，解析から除外した

表 各質問の回答と 3 次元加速度計による身体活動量との相関

質問 1
日常身体活動

質問 2
外出頻度

質問 3
歩行時間

質問 4
不活動時間

質問 1～3 の
合計得点

総消費エネルギー（kcal/日) －0.212 －0.303* －0.182 －0.060 0.278*
中高強度身体活動（メッツ・時/週) －0.310* －0.172 －0.316* －0.040 0.303*
歩数（歩/日) －0.271* －0.307* －0.462* 0.092 0.438*
低強度身体活動時間 (分/日) －0.199 －0.025 －0.220 0.157 0.214
中強度身体活動時間 (分/日) －0.325* －0.166 －0.333* －0.047 0.318*
高強度身体活動時間 (分/日) 0.204 0.159 0.122 －0.038 －0.189
不活動時間（分/日) 0.237 0.063 0.250* －0.150 －0.249*

スピアマンの順位相関係数

*P＜0.05
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活動時間）は0.41 (P＜0.01）であった。また級内

相関係数による評価では，質問 1（日常身体活動）

については0.75 (P＜0.01），質問 2（外出頻度）は

0.44 (P＜0.01），質問 3（歩行時間）は0.55 (P＜

0.01），質問 4（不活動時間）は0.50 (P＜0.01）で

あり，いずれの質問項目についても中等度の再現性

が認められた。

 考 察

本研究は，「東日本大震災被災者の健康状態等に

関する調査」における身体活動状況を評価するため

の 4 項目の妥当性および再現性を検討することを目

的に検討を行った。その結果，質問 3（歩行時間）

の選択肢において歩数および中強度身体活動時間に

差が認められた。また，スピアマンの順位相関係数

による検討では，質問 1（日常身体活動），質問 2
（外出頻度），質問 3（歩行時間）において歩数との

間に，質問 1（日常身体活動）と質問 3（歩行時間）

において中高強度身体活動量と中強度身体活動時間

との間に，質問 2（外出頻度）において総消費エネ

ルギーとの間に相関関係が認められた。また再現性

については，重みづけ k 係数で0.41～0.65の中程度

の再現性が確認された。

質問票の身体活動状況に関する 4 つの質問の妥当

性の検討において，3 次元加速度計により評価した

身体活動量と最も強い関連が認められた項目は，質
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図 質問票合計得点による身体活動基準値23メッツ・
時/週の達成・未達成判定のための ROC 曲線

実線任意の合計得点による感度と 1特異度，
破線識別能がない場合の感度および 1特異度
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問 3（歩行時間）であった。この質問は 3 つの選択

肢間において 3 次元加速度計から求められた歩数や

中高強度身体活動量に有意な差が認められ，相関も

最も高かったことから，客観的に歩行やそれに伴う

身体活動の状況を反映していたと言える。先行研

究9)においても，歩数計により評価した 1 日あたり

の歩数に有意な差が認められている。質問 1（日常

身体活動）と質問 2（外出頻度）は，選択肢間に歩

数や中高強度身体活動量に差は認められなかったも

のの，歩数と有意な相関が認められた（P＜0.05）。
また質問 2（外出頻度）が各強度別の身体活動時間

と関連していないものの総消費エネルギーと相関し

たことは，外出の頻度の把握が，特定の活動強度を

反映しないが身体活動量の総量とは関連することを

示唆している。しかしながら，Ainsworth ら13)は，

Lipid Research Clinics questionnaire に お け る 3 つ

の質問票から評価された身体活動レベルは，3 次元

加速度計により評価された 1 日あたりの消費エネル

ギー（kcal）と相関しなかったことを報告している。

また身体活動に関する質問票と客観的指標による身

体活動量との関連についてシステマティックレビ

ューを行った報告6)では，それらの相関は－0.71か
ら0.96と幅が広かった。この差異の原因は不明確で

あるが，一部，性別や年齢が影響している可能性が

示唆されている。本研究において，性別と各選択肢

との間に有意な差は認められていないものの，今

後，対象者数を増やし性別や年代での検討を加えて

いく必要がある。

質問 4（不活動時間）は，3 次元加速度計により

評価された各変数と関連を示さなかった。今後，活

動量計データの詳細な分析により，日中の不活動時

間を算出し，質問 4 との関連を精査する必要がある。

質問 1～3 までの 3 つの質問の合計得点と歩数や

中高強度身体活動との相関は 1 つずつの質問の回答

より高い傾向にあったが，質問 3（歩行時間）の相

関と大きな違いはなかった。4 つの質問をどのよう

に分析し，組み合わせれば，より妥当な身体活動評

価が可能となるかを検討する余地がある。また本研

究により，「健康づくりのための運動基準2006」の

基準値である週23メッツ・時に相当する合計得点は

15点満点中13.5点であり，本調査の質問票の結果か

ら，被災者の生活習慣病予防のための身体活動量の

一つの目標値を提示できたと考える。しかしなが

ら，感度が低いことから，この合計得点の目標値を

目指し，到達後もさらに高い合計得点を目指すこと

が必要であろう。一方，特異度は77.8と中程度な

値を示していることから，合計得点が13.5点を下回

る人は，基準値となる週23メッツ・時が達成できて

いない可能性が高いため，身体活動量増大のための

より重点的な支援を行うことが必要と考えられる。

4 つの質問の再現性は，k 係数では0.41～0.65と
中程度であり，級内相関係数は0.44～0.75であった。

Jacobs らは，10個のよく利用されている身体活動

質問票について 1 か月期間での再現性について検討

を行っており，0.12～0.93の相関係数が認められ，

概ね0.6を超える相関係数を示している8)。また，本

研究と同様に少数の項目より身体活動を聞き取って

いる Lipid Research Clinics questionnaire13)では，ピ

アソンの相関係数で0.85～0.88と報告している。こ

れら先行研究に比較して，本研究で得られた相関係

数は若干低い値を示している。また，質問 3（歩行

時間）の再現性について検討した先行研究9)におい

て，3 か月間の期間をあけた 2 回の質問における一

致率は74であり，本研究の重みづけ k 係数0.43と
比較して高い一致率であった。これらの違いの要因

として，本研究の対象者が震災被災者という特別な

対象者であり，2 回の質問票への回答が行われた 2
週間においても生活の変化が大きく，身体活動状況

に対する質問項目への回答にもそれらが反映された

ことが推察される。

被災地において 3 次元加速度計により評価した歩

数は男性で平均4,521歩，女性で平均4,533歩であっ

た。これは平成22年の国民健康・栄養調査14)におい

て報告されている平成18年～22年の 5 年間における

岩手県の歩数のデータ（男性約7,300歩，女性

約6,500歩）と比較して低い値であった。参照され

る集団が異なるものの，日本における平均歩数（男
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性7,136歩，女性6,117歩）と比較しても低い値

であり，本研究の対象者の身体活動量は少ない状況

であると言える。岩手県や日本における歩数は，女

性よりも男性で多いという性差があるものの，本研

究における歩数には男女差が認めらなかった。In-
oue ら15)の報告によると4,000歩未満である日本人

は25～30であり，本研究における歩数の平均が約

4,500歩であることは，多くの対象者が日本人の歩

数分布における下位 4 分位に存在していると言え

る。また，Tudor-Locke ら16)によると，5,000歩未

満を座位活動の多い人と定義している。つまり，本

研究における男女ともに必要最低限の歩数に漸近し

ており，それにより男女の性差も認められなかった

ことが推察される。また厚生労働省から提示されて

いる「健康づくりのための運動基準｣10)における総

身体活動の基準値である週当たり23メッツ・時を達

成出来ている者の割合は，男性で11.8，女性で

18.8のみに留まっており，対象者の健康被害を防

ぐためにも身体活動量増大のための積極的な支援が

必要であると思われる。

本研究における限界として，サンプルサイズが挙

げられる。全被験者を用いた検討においては，質問

1～3 と 3 次元加速度計との間に妥当性が認められ

たものの，性・年代による差異が考えられるため，

今後サンプルサイズを大きくして検討を行うことが

必要である。また質問 4（不活動時間）との間に妥

当性が認められておらず，これは，3 次元加速度計

では睡眠時間と睡眠時間以外の不活動時間を区別す

ることができないことが要因と考えられる。今後 3
次元加速度計での睡眠時間以外の不活動時間の算出

を詳細に行い，質問 4（不活動時間）との関連を精

査することが必要である。

 結 語

本研究は，「東日本大震災被災者の健康状態等に

関する調査」の身体活動状況を評価するための 4 つ

の質問の妥当性および再現性を検証した。その結果，

3 次元加速度計との比較から，日常身体活動，外出

頻度，歩行時間に関する項目および 3 つの質問の回

答を得点化した合計点で中程度の妥当性が認められ，

4 つの質問とも中程度の再現性が認められた。
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Validity and reproducibility of a physical activity questionnaire used for health sur-
veying among victims of the Great East Japan Earthquake

Haruka MURAKAMI*, Eiichi YOSHIMURA*, Kazuko ISHIKAWA-TAKATA*, Yuko HASEGAWA*,
Tetsuya KUBOTA*, Nobuyo TSUBOYAMA-KASAOKA*, Nobuo NISHI*,

Yukari YOKOYAMA2*, Yumi YAEGASHI2*, Kiyomi SAKATA2*, Seiichiro KOBAYASHI2*,
Motohiko MIYACHI* and Shinkan TOKUDOME*

Key wordsthe Great East Japan Earthquake, health survey, validity, reproducibility, physical activity

Objectives This study was performed to assess the validity and reproducibility of a questionnaire on physi-
cal activity status used for health surveying among victims of the Great East Japan Earthquake.

Methods Seventy-four residents (21 men and 53 women) living in temporary housing in Kamaishi City,
Iwate Prefecture, participated in this study. The physical activity status questionnaire was composed
of 4 questions regarding the frequency of performing domestic and occupational physical activities,
the frequency of leaving their residence, walking duration per day, and sedentary time. The physical
activity level for 2 weeks was measured using a tri-accelerometer to validate the responses to the
questionnaire. Test-retest reproducibility was examined at 2-week intervals.

Results The physical activity levels were 4,521±2,266 steps/day for men and 4,533±2,070 steps/day for
women. There was a signiˆcant diŠerence in step count between those responding diŠerently to the
3 options in the questionnaire regarding average walking duration per day: those who reported
walking for 60 min, 3060 min, or 30 min had step counts of 5,343±1,757, 4,760±1,752, and
3,063±1,772 steps/day, respectively (P＜0.05). When the response options for 3 questions (ex-
cluding those for sedentary time) were given scores (a higher score for a higher physical activity lev-
el), there were signiˆcant correlations between question score and step count (r＝0.486, P＜0.05)

and the amount of moderate to vigorous physical activity (r＝0.342, P＜0.05). The test-retest trial
showed a moderate degree of reproducibility, with weighted k coe‹cients of 0.410.65.

Conclusion Three questions on physical activity levels may allow assessment of an individual's physical ac-
tivity level, with a moderate degree of reproducibility.

* National Institute of Health and Nutrition
2* Iwate Medical University


